
顧問弁護士のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

（オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内
　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651 【上野法律事務所】TEL：03-5834-3075

【千葉法律事務所】TEL：043-301-6761

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

高年齢者雇用安定法の継続雇用制度について
令和3年4月に改正された高年齢者雇用安定法により、従業員

の定年年齢を65歳未満としている事業主に、
①定年制の廃止
②定年年齢の65歳までの引き上げ
③希望者全員を対象とする継続雇用制度の導入
のいずれかの措置（高齢者雇用確保措置）を実施することが義
務付けられました。なお、当分の間、60歳以上の従業員が生じ
ない企業であっても、いずれかの措置を講じなければなりませ
ん。高齢者雇用確保措置を講じていない企業は、企業名の公表
やハローワークでの求人の不受理・紹介留保、助成金の不支給
等の措置を受けることがあります。

高齢者雇用確保措置のうち、③継続雇用制度とは、現に雇用
している高年齢者を本人の希望によって、定年後も引き続き雇
用する制度であり、具体的には、再雇用制度（定年でいったん
退職とし、新たに雇用契約を結ぶ制度）や勤務延長制度（定年
で退職とせず、引き続き雇用する制度）があります。この制度
には、労使協定により対象者を年齢により限定することができ
るという経過措置が認められていますが、令和7年3月末に経過
措置が終了します。そのため、令和7年4月からは、継続雇用制
度の導入措置を実施している事業主は、定年を超えても働きた
いと希望する従業員全員を65歳まで雇用する義務を負うことに
なります。

もっとも、心身の故障のために業務に耐えられないと認めら
れること、勤務状況が著しく不良で引き続き従業員としての職
責を果たし得ないこと等の就業規則に定める解雇事由または退
職事由（年齢に係るものを除く）がある場合には、従業員を継
続雇用しないこともできます。継続雇用しないという判断は、
事業主の主観ではなく、客観的に合理的な理由があり、社会的
通念上相当であることが求められます。

また、継続雇用制度は、定年前と同じ労働条件や定年退職者
である従業員の希望に合致した労働条件で雇用継続することを
義務付けているわけではありません。賃金、勤務日・勤務時間
等の見直しも可能であり、事業主の合理的な裁量の範囲の条件
を従業員に提示していれば、事業主と従業員の間で労働条件の
合意が得られず、結果的に従業員が継続雇用されることを拒否
したとしても、高年齢者雇用安定法違反とはなりません。

高齢者雇用確保措置は主として期間の定めのない従業員を対
象としていることから、有期雇用従業員（パートタイマー、ア
ルバイト等）には基本的には適用されません。ただし、反復継
続して契約の更新がなされているときには、期間の定めのない
雇用とみなされることがあります。この場合には、一定の年齢
に達した日以降は契約の更新をしない旨の定めが定年の定めと
解されることがあるため、高年齢者雇用安定法違反とならない
よう対応が必要となります。

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで各地域で対応
しており、企業顧問は千葉県を中心に50社以上担当しています。お気軽に、
お近くの事務所へご相談ください。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【かしま法律事務所】
所属弁護士：齋藤　碧（さいとう　みどり）

山形大学人文学部総合政策科学科卒業、大阪大学大学院高等
司法研究科修了。主に、交通事故、労災事故、債務整理、過払
い金回収、相続、離婚・不貞問題、中小企業法務（労務問題）
を中心に、法的な問題でお困りの方の手助けができるよう活
動を行う。趣味は植物を育てること、読書、音楽鑑賞、好きな

言葉は「地に足をつける」。

プロフィール
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リーガルプラスの全弁護士とスタッフが一堂に会し、2025年経営計画発表会を行いました。発表会はリーガルプラスのメンバーが昨年を振り返り、
今年の活動目標を改めて認識することで組織としての成長を目的としています。
また会の後半では表彰式を行い、弁護士の活動実績に基づく表彰の他、今回は総勢6名のメンバーが永年勤続での表彰となりました。

経営計画発表会報告

被相続人の生前の預金引出しを追及されて訴訟提起されたが、 
抗弁事実を積み重ねて立証を尽くし、当方の全面勝訴で解決した事案

事案の概要
ご依頼者は被相続人の甥でした。ご依頼者の母（以下「Aさ

ん」といいます。）が被相続人の面倒をみて、Aさんが被相続人
から生前の財産の管理も任されていました。そして、ご依頼者
はAさんをサポートする形で被相続人の面倒をみていました。
被相続人がお亡くなりになり、またすぐにAさんもお亡くな

りになりました。
その後、ご依頼者は、被相続人の法定相続人（以下「相手方」
といいます。）から、ご依頼者が被相続人の生前に引き出した預
金約3900万円を返せと追及されたことから、どうすればよいの
か相談に来られました。

活動の概要
本件では、ご依頼者が被相続人から委任状を取り付けたうえ
で約3900万円を引き出したことを証明する直接証拠がありまし
た。加えて、引き出し後の現金が他の金融機関に入金されてい
たりしなかったため、現金のその後の行方が客観的にわかりま
せんでした。この点、預金を引き出した人がその後現金を管理
していると推認されることが一般的であることから、ご依頼者
は極めて不利な状況に立たされていました。
他方で、ご依頼者のお話しによると、預金の引き出しを行っ
たのは自身であるものの、引き出し時にはAさんも一緒におり、
引き出し後すぐにAさんに全て渡し、その後はAさんが現金管理
していた旨のお話しでした。
そこで、当職は、ご依頼者のお話を法的に構成するために、
ご依頼者の現金管理を否定し得る証拠、Aさんが現金を管理し
ていたことを推認し得る証拠、ご依頼者は普段からAさんをサ
ポートする形で被相続人の面倒をみていたにすぎず預金の管理
権限がない事実を推認する証拠収集を行っていきました。その
うえで、収集した第三者機関への調査結果、被相続人やAさん
が残していた手帳、メモ、領収書等あらゆる客観的証拠を精査
して、相手方の請求を全面的に争っていきました。

活動結果
結果として、第一審及び控訴審ともに相手方の請求は全部棄

却され、当方の全面勝訴で事件を終了させることができました。
ご依頼者に不利な直接証拠がありながらも全面的に勝訴でき

たポイントとしては、直接証拠自体を争うのではなく、直接証
拠から証明される事実を前提としたうえで、その事実と両立す
る新たな事実を推認する証拠を粘り強く積み重ねていったこと
にありました。

最後に
今回紹介した事案は、預金引き出しを追及される立場の代理

活動です。預金引き出しを追及する立場なのか追及される立場
なのかによって、また、同じ事件類型でも事案によって個別具
体的に法的構成や主張・立証の程度を考えていかなければなり
ません。
弊所は、相続案件及び相続派生紛争案件を多く取り扱ってお

ります。
お困りの方はお気軽に弊所までお問い合わせいただければと

思います。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371

【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651 【上野法律事務所】TEL：03-5834-3075

【千葉法律事務所】TEL：043-301-6761

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

【東京法律事務所】
所属弁護士：神津　竜平（こうづ　りゅうへい）

國學院大学法学部卒業、明治大学法科大学院修了。弁護士登
録後は主に、交通事故、労災事故、相続、中小企業法務（労務
問題）を中心に、ベストな解決は如何なるものかを考え抜き、
具体的に方針や見通しをお伝えした上で、ベストな解決を追求
すべく活動を行う。趣味は旅行、釣り、好きな言葉は「人生一

度きり」。

プロフィール

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対
応しています。相続に関する相談件数は、年間400件を超える実績※がござい
ます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2024年1月1日～12月31日


